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事項 計画の概要 推進状況

第 2節　 個性的 ・創造的な人 （1）初等中等教育の充実

ヽ

ノ

○ ・「公立義務教育渚学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」
材の育成 の改正（5．4．1施行）．

教育の個性化を維持するために、同法律に基づいて、平成 5年度から10年
度の6年間で、公立義務教育諸学校においてティームティーチング等の新
しい指導方法の導入等を図る第6次公立義務教育諸学校教職員配置改善計
画を実施。 （計画全体数　 30，400人）
平成5年度教職貞配達改善数　 5，483人
平成 6年度教職員配達改善致　 5，235人

O　 「公立高等学校の設置、適正配置及び教職貞定数の標準等に関する法律
」の改正（5．4．1施行）
教育の個性化を維持するために、同法律に基づいて、平成5年度から10年
度の6年間で、公立高等学校において40人学級等の実施を図る第 5次公立
高等学校学級編制及び教職員配置改善計画を実施。 （計画全体数　 23，700
人）
平成 5年度教職員配置改善数　 5，420人
平成 6年度教職員配竃改善数　 4，472人

0 ．公立高等学校危険建物改築促進臨時措置法施行令等の一部を改正する政

令」の制定（4．4．10 施行）
学習指導要領の改訂等に伴い、情事馴ヒに対応するため、公立の高等学校及
び特殊教育諸学校の高等部にコンピュータ教室を確保することができるよ
う、これちの学校の校舎に係る生徒一人当たりの基準面磯の改善を図る。

●　 小中学校校舎 （図書室）基準面積の改定（8年度）
「学校図書飽図書整備新 5 ヵ年計画」の実施に伴い必要となる図書スべ－
スの確保のため、校舎の建築についての国庫負担に係る、学級数に応ずる
必要面積を引き上げる。

●　 公立学校施設の大規模改造事喪の拡充（昨 度）

中学校こ高等学校における外国語教育のためのL L専用教室、特別教室及
び管理諸室の空調施設の整備、特殊教育諸学校のエレベータ等の整備を補
助対象とする。
平成 6年度予算　　 大規模改造事業　 207 億円の内数
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事 項 計 画 の 概 要 推 進 状 況

（2 ）高 等 教 育 機 関 の 生 涯 学 習 機 関 と し て の

○ 　 初 任 者 研 修 制 度 の 拡 充 （4 年 度 ）
平 成 4 年 度 よ り 特 殊 教 育 諸 学 校 を 対 象 に 実 施 す る こ と に よ り 、 初 任 者 研 修
が 小 ・ 中 ・’高 校 及 び 特 殊 教 育 諸 学 校 の 全 新 任 教 員 を 対 象 に 実 施 さ れ る こ と
と な っ た 。 ま た 、 幼 稚 園 の 新 任 敦 貞 に 対 し て 、 初 任 者 研 修 に 準 じ た 研 修 を
実 施 し た 。

● 　 中 学 校 非 常 勤 講 師 配 置 調 査 研 究 補 助 の 実 施 （6 年 度 ）
中 学 校 の 免 許 外 教 科 担 任 の 解 消 方 策 及 び 特 別 非 常 勤 講 師 制 度 を 利 用 し た 社
全 人 の 積 極 的 な 活 用 方 策 を 検 討 す る た め 、 都 道 府 県 が 中 学 校 に 非 常 勤 講 師
を 配 置 し て 教 科 指 導 上 の 改 善 効 果 や 学 校 運 営 全 体 に 与 え る 影 響 等 に つ い て
実 証 的 な 調 査 研 究 を 行 う た め に 要 す る 経 費 の 一 部 を 補 助 す る 。
平 成 6 年 度 予 算 　 1 6 9 百 万 円

◎ 　 総 合 学 科 及 か 全 日 制 単 位 制 高 校 の 覿 設 （5 年 度 － ）
高 等 学 校 教 育 の 改 革 の 推 進 に 関 す る 会 議 第 一 次 報 告 （4 ． 6 ） 及 び 第 4 次 報 告
（5 ． 2 ） を 踏 ま え 、 5 年 度 か ら 単 位 制 高 校 の 全 日 制 課 程 へ の 拡 大 し 　 6 年 度 か
ら 総 合 学 科 の 設 巌 が 可 能 と な る よ う 関 係 省 令 を 改 正 す る な ど 、 高 等 学 校 数

膏 の 多 様 化 ・ 弾 力 化 を 推 進 。

○ 　 生 涯 学 習 審 議 会 「今 後 ゐ 社 会 の 動 向 に 対 応 し た 生 涯 学 習 の 振 興 方 策 に つ
機 能 憩 化 及 び 生 涯 職 業 能 力 開 発 の 促 進 い て 」 答 申 （4 ． 7 ． 2 9 ）．

（第 4 章 等 2 節 （1 ）参 照 ）

○ 　 大 学 審 議 会 答 申 「夜 間 に 教 育 を 行 う 博 士 課 程 等 に つ い て 」 （ 5 ． 9 ． 1 6 ）
社 会 人 の 再 教 育 の ニ ー ズ に 対 応 す る た め 、 博 士 課 程 の 夜 間 大 学 院 ・ 昼 夜 開
講 制 、 大 学 院 へ の 科 目 等 層 修 生 制 度 の 導 入 を 提 言 。 こ の 答 申 に 基 づ き 、 大
学 院 設 置 基 準 を 改 正 。 （ 5 ． 1 0 ． 1 ）

O 　 「職 業 能 力 開 発 促 進 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 」 （5 ． 4 ． 1 施 行 ）
（第 9 章 第 2 節 1 ． 参 照 ）

◎ 　 高 齢 化 社 会 に お け る ホ ワ イ ト カ ラ ー の 能 力 開 発 の あ り 方 等 に つ い て の 検
討 の 実 施 （ 5 ， 6 年 度 ）
中 高 年 齢 層 の ホ ワ イ ト カ ラ 」 が 技 術 の 進 歩 等 に 対 応 し て い く た め の 能 力 開
発 の あ り 方 に つ い て の 検 討 を 実 施 。
平 成 5 年 度 予 算 　 　 　 1 5 百 万 円
平 成 6 年 度 予 算 ・ 　 1 5 百 万 円
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事項 計画の概要 推進状況

（3）高等教育機関の教育研究基盤の充実

◎　 中高年齢労働者等受講奨励金の支給対象の拡充（5年度）
中高年齢労働者等受講奨励金の支冶対象年齢を、45歳以上から40歳以上に
拡充。
平成5年度予算　　　　 608百万円
平成6年度予算　　　　 608百万円

◎　 基幹的教育研究縫費の増額（4年度）
教育研究の基幹的経費である学生当及び教官当積算校費の単価増を含む増
額を措置。

◎　高度化推進特別経費の新設（4年度）
優れた教育研究実績を上げている大学院の研究費の特別描麿、ティーチン
グ・アシスタント制度の導入等、大学院を中心に重点的整備を図るための
措置を行う。
平成4年度予算　　　　 5，030百万円
平成5年度予算　　　　 6，439百万円．
平成6年度予算　　　　 7，577百万円

○　特別施設整備資金の新設（4年度「
緊急な対応を迫られている国立大学の老朽化・狭随化の解消のため、国立
学校特別会計に「特別施設整備資金」を設置。

◎　 特別施設整備事業の新設（4年度－）
国立学校特別会計の 「特別施設整備資金」の仕組みを活用して、国立学校
施設の老朽化、狭随化の解消に資するための「特別施設整備事業」を実施
平成4年度予算　　　 20，000百万円
平成5年度予算 1　　 20，000百万円
平成6年度予算　　　 20，000百万円

○　大学審議会組織運営部会報告 「組織運営部金における審議の概要 （その・
日 数貞の人事の活性化について一散貞採用を中心に－」（5．5．20）
大学教員について①他大学等セの経験を積むよう配慮することや、他大学

′　出身・社会人など多様な経歴・経験を持っ者を積極的に採用すること、②
公募制を積極的に活用し、また実施しやすくする仕組みをつくる必要があ
るこ・と、③外国人を積極的に採用する必要があること、などを提言。

m k L　　　　　　　．J＿し　ユ、JL。．し＿．ヽユlL山はP．】と．一

細雨欄酬 甥



】

N
トJ

Cn

I

－　．．。ふ山＿．＿JJ山∴　肌山田．＿。虹hJ二元止血J此題．上皿己ふ一L皿

事項 計画の概要 推進状況

◎ ・大学院研究科 ・専攻の新設 ・整備（5－6年度）
先端的 ・学際的分野 を中心として、 5年度に12大学13研究科、 6年度は12
大学13研究科の新設、 5年度に26大学42専攻、・6年度に21大学32専攻の設
置等大学院研究科 ・専攻の新設 ・整備等を推進。

◎　 大学院最先端設備費の増額（4年度－）
優れた教育研究実績を上げている大学院に対 し、最先端の教育研究設備を
重点的に整備す る経費を増額する。 （平成 4年度 562百万円増、平成 5年
度 412百万円増、平成 6年度予算 473百万円増）

◎　 大学院学生の処遇の改善（4－6年度）
優秀な大学院博士課程学生に対する日本学術振興会の特別研究員制度の充 l
実
平成 4年度予算　 総採用者　 200人増　　 新規採用者　 100人増
平成 5年度予算　 総採用者　 400人増　　 新規採用者　 200人増
平成 8年度予算　 総採用者　 400人増　　 新規採用者　 100人増
優れた学生 に対す る日本育英会の育英奨学制度の充実
（博士課程）

平成 4年度予算　 貸与月額 106，000 円（犯 000 円増）
平成 5年度予算　 貸与月額 109，000 円（3F，000円増）、貸与人員14，050人
（500人増）
平成 6年度予算　 貸与月額 109，000 円 （前年同額）、貸与人員15，000人
（1，500人増）
（修士課程）

平成 4年度予算　 貸与月額 75，000 円 （前年同額）
平成 5年度予算　 貸与月額 78，000 円 （3，000 円増）、貸与人員17．910人
（700 人増）

平成 6年度予算　 貸与月額 78，000 円 （前年同額）、　 貸与人員19，馴0人
一（2，000 人増）

○　 大学審議会 「夜間に教育を行う博士課程等について」答申（5．9．16）
（第10章第 2節（2）参照）

●



●

I

卜J
トJ
Cb

l

臨地‥　ふ喝承
野

事 項 計 画 の概 要 推 進 状況

第 3 節　 エネルギ ー政策 の総

（1）省 エ ネ ・原子 力 開発 利用 ・新再 生可 能

0 ・世界 エネ ルギ ー会 議 準 備 活動 の推進 （4．10．13閣 議了 解 ）
合的 推進

．′

平 成 7 年 10月 8 ～ 13 日に千 葉 で開 催 され る同会 議 の東 京 大 会 開 催 に対 す る ・
関 係省 庁 の協 力 の推 進 。

〇　 第 23 回総合 エネ ルギ ー対 策推 進 閣僚 会議 の開催 （5．6 ．29 ）
平 成 4 年 11月 の電 調 審 電 源 立地 対 策検 討委 員 会最 終報 告 を踏 まえ 、電 源 立
地 の推 進 の充 実 ・強 化 を図 る と ともに、現 在 指定 され て い る要 対 策 重 要 電
源 の変更 に つ いて報 告 ・了 承 。

◎　 「ェネ ルギ ーの使 用 の合 理 化 に関 す る法律 」 の改 正 （5．8 ．1 施 行 ）
エネ ルギ ー開 発 の推 進 最 近 の エネ ルギ ー需 要 の増 大 及 び地球 環境 問 題へ の積 極 的 な対 応 の観 点 か

ら、 省 土 ネルギ ー政策 の抜 本 的強 化 を図 るた め、法 律 を改 正 し、運 用 を強
化 。 （判 断基 準 の改 正 、特 定 機器 の 追加 等）

◎　 「ェネ ルギ 一等 の使 用 の合 理化 及 び再 生資 源 の利 用 に関 す る事 業 活 動 の
促進 に関 す る臨 時 措置 法 」 の制定 （5．6．25施 行 ）
（第 9 章 第 3 節 （1）参照 ）

◎　 「エネ ルギ ー需 給構 造 改 革 推進 投 資促 進税 制 」 の実 施 （4 年 度 －）
5 年 度 には制 度 の拡充 ・強 化 を図 り、 さ らに平 成 5 年 10月 の緊 急 経済 対 策
にお いて は、対 象設 備 を計 6 1設備 追 加指 定 。 また 、 6 年 度 税制 改 正 にお い
て、 対象 設 備 の見 直 しを行 い っつ 2 年間 延 長。

◎　 民 間 企業 が実 施 す る省 エ ネ ・代 エネ関 係等 技 術 の実 用 化 由 発 に対 す る支
援 の拡充 （4 年 度 － ）
民 間 企業 にお け る石 油 代替 エ ネル ギ ー、新 発電 方式 の実 用 化 に向 け た技 術
開発 に対 して開 発 費 の 一部 を補助 。 平成 5 年 度 に は、 エ ネル ギ ー使 用 合 理
・化 技 術 につい て も対象 を拡 充 。
平成 4 年度 予算　　　 2，006百万 円
平成 5 年 度予 算　　　 3，233百 万 円
平成 6 年度 予算　　　 3，584百 万 円
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事項 計画の概要． 推進状況

（2）天然ガスの国内供給基盤の整備

（3）電力需要増大への対応

◎′ニューサンシャイン計画の総合的展開（5年度－）
エネルギー・環境問題に対応するため、新エネルギー技術開発、省エネル
ギー技術開発及び地球環境技　術開発を一体化し、ニューサンシャイン計
1画を発足し、技術開発を総合的・加速的に推進。
平成4年度予算　　　 503億円
平成5年度予算　　　 523億円
平成6年度予算　　 528嘩円

◎　原子力の関係予算の拡充
核燃料サイクルの確立、安全対策の充実等の推進。
平成4年度予算　　　 4，260億円
平成5年度予算　　　 4，513億円
平成6年度予算　　　 4，470億円

◎　原子力に関する地元住民を含めた国民の理解と協力の促進ノr一
原子力施設周辺住民の福祉の向上等に必要な施策等を講じるとともに、全
国各地における説明会の開催等積極的な広報活動を展開。
平成4年度予算　　 1，100億円
平成5年度予算　　 1，262億円
平成6年度予算　　 ‘1，248億円

●　「幹線パイプライン技術開発事業」の創設（6年度）
幹線パイプラインを敷設するために必要な高速溶接、検査技術等に関する
調査・開発を実施。
平成6年度予算　　 101百万円

●　電気事業審議会需給部会中間報告（6．6．23）
電力需要増大に対応するため、電源立地や広域運営、分散型電源の開発・
導入の促進、需要対策の推進を内容とする需給両面からの対策を提唱。

○　電源開発調整審議会電源立地対策検討委員会報告「電源立地の円滑北方
策について」（4．11．19）
火力・原子力発電所等の立地の円滑化を図るため、電源開発を「国をあげ
で支援すべきプロジ・ェクト」と位置づけ、政府一体となった支援体制を確
立するとともに、電調審の下に、新たに部会を設置し、地点の状況把捉、
地域振興計画に関する助言・協力について調査・審議を行うことを提言。
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事項 計画の概要 推進状況

○　 電源開発調整審議会電源立地部会の設置（5．3．17）
電源開発調整審議会電源立地対策検討委員会報告の提言を踏まえ、電調審
の下に常設の部会として電源立地部会を設置。重要な電源立地地点につい
て状況把握を行うとともに、電源立地の促進のために必要な措置等につい
て調査 ・審議。
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事項 計画の概要 推進状況

第11章　 国土の特色ある発展

第 1節　 多様性をいかした地

◎　 国土審議会調査部仝 「四全総総合的点検調査部会報告」（6．6．16 公表）
一四全線策定後の国土の状況について、東京への人口の転入超過数がほぼゼ
ロに近づく等、東京一極集中状況は新たな局面に入りっつあるなど、多極
分散型国土形成に向けての進展がみられるが、まだ残された課題も多く、
引き続き努力が必要と分析するとともに、これからの国土政策の基本方向
として、
①　 新しい交流圏の形成と一体感のもてる国土の構築
②　 魅力と活力に富んだ多様な地域社会の形成
③　 地域社会の構成員として積極的な役割を果たせる国土の形成
④　 人と自然が共存する美しい国土の形成
⑤　 長期的に投資余力が限られてくることが予想されるなかでの国土基盤

の整備方向
等を提言。
また、点検の結果、 「これまでの全総計画の単なる継続ではない新しい理
念に基づいた国土計画の策定が必要である。」と提言。

◎ 「振興拠点地域基本構想」の承認
域の発展 「多極分散型国土形成促進法」に基づき、 「オホーツク科学文化交流拠点

構想」（4．12．21）、 「高知バイオフィット生活文化圏構想」（5．1．20）「東
濃研究学園都市構想」（5．3．29）を承認（6．7．1現在でこの 3か所を含めて4
か所承認済）。

O　 「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法
律」の制定（4．8．1施行）及び同法に基づく諸施策の実施
地方拠点都市地域の「体的な整備を促進するとともに、産業業務施設の再
配置を促進すること等により、地方の自立的成長の促進及び国土の均衡あ
る発展を図ることを目的とした法律を制定。
また、同法に基づき、都道府県知事による地方拠点都市地域の指定の際の
基準等となる基本方針を策定（4．10．13告示）するとともに、都道府県知事
より44地域が指定され、さらに指定地域市町村が共同で作成した37の基本
計画について承認（6．6．22 現在）。
さらに、下記のような措置等により地方拠点都市地域について総合的な整
偶を促進。
・地方拠点都市地域整備支援事業の実施
平成5年度予算　　 27百万円　　 平成6年度予算　　 27百万円

・拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域の制度化

●
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事項 計画の概要 推進状況

・拠点整備土地区画整理事業の創設、採択要件の緩和
（面積要件：公共団体5ha，組合10ha→2ha）
・都市拠点組合整備事業の創設及び採択要件の緩和
（面積要件：5ha →2ha）
・地域振興整備公団による産業業務機能再配患事業及び特定再開発事業の
推進

・民間都市開発推進機構による支援の対象となる民間都市開発事業の面聴
要件の緩和 （施行区域面積：2，000が→1，000 rが）

・地域活性化住宅制度等による住宅供給の促進
・地方住宅供給公社による住宅供給の推進
・シビックコア地区整備制度の活用 ‘
・よみがえる水辺地域づく・り制度の創設
・・広域道路整備基本計画に基づく道路整備の促進
・地域活性化再開発緊急促進事業の推進 （市街地再開発事業の事業費の一
定率を補助）
・都市住宅整備事業の創設
・住宅金融公庫の宅地造成融資の拡充 （民間宅地造成融資の対象事業規模
要件の緩和）

・緊急宅地供給促進事業融資制度の拡充
・住宅宅地関連公共施設整備促進事業の推進
・都市開発資金による拠点地区内用地の先行取得め推進 （低利貸付けのた
めの国費の充当）

・開発許可手続きの特例
・地方拠点都市地域関連農村整備推進調査の実施 （5年度－）
平成5年度予算　 23百万円　　 平成6年度予算　 23百万円

・地方拠点地域の電気通信高度化事業の推進 （5年度－）
平成5年度予算　 （産投特会による出資額）　 200百万円
平成6年度予算　 （産投特会による出資額）　 400百万円

O　 「第5期北海道総合開発計画」のフォローアップ作業の実施
「第5期北海道総合開発計画」のフォローアップ作業として、北海道各地

域の発展の核となる各都市の今後の在り方についてとりまとめ。
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事項 計画の概要 推進状況

1．広域経済圏発展の促進

2．地域間の相互交流の促進
（国内の基幹的ネットワ「ク

の形呵

（2）グローバルな交流の推進

（1）幹線道路桐の体系的な整備

O　 「沖縄振興開発特別措置法」に基づぐ 「第三次沖縄振興開発計画」（4．9
．28 内閣総理大臣決定）の推進
①本土との格差の是正、②自立的発展の基礎条件の整備、③広く我が国の
経済社会及び文化の発展に寄与する特色ある地域としての整備、を目標に
本計画に基づく諸施策、事翠を推進。

O　 「第 6次空港整備五億年計画」の推進 （3．11．29 閣議決定）
（第11章第 1節2．（2）参照）

◎　 輸入促進地域の整備（4年度－）
（第 7章第 1節3．（1））参照）

○　 空港アクセス鉄道の整備
（第11章第 1節2．（5）参照）

r’
◎　 外貿コンテナターミナル、多目的外貿クーミナノしの整備の膣進等

外貿コンテナターミナル、多目的外貿ターミナルの整備を推進。5年度は
名古屋港における公社方式による外貿コンテナターミナルの整備に対する
貸付金事業を創設。
平成 4年度予算　　　 港湾整備事業費 6，273億円の内数
平成 5年度予算　　　 港湾整備事業費 8，919億円の内数
平成 6年度予算1　　 港湾整備事業費 6，645億円の内数

○　 外貿ターミナル等輸入関連インフラの整備（8．2．8　組合経済対策）

○　 高速交通ネットワーク等の整備（．6．2．8　総合経済対策）
広域的な生活圏相互の交流を円滑にし、拡大する高規格幹線道路、鉄道、
空港等の高速交通ネットワーク等の整備を引き続き計画的に進める。

0　 道路審議会建議 （4．6．22） （第6 章第3 節2．（2）参照）

O　 「第11次道路整備五箇年計画」の策定 （5 年度－9 年度）
（第6 葦第3 節2．（2）参照）

●


